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１．熱海港海岸の概要

渚地区渚地区

ＪＲ熱海駅

熱海港海岸

熱海市中心部に位置する親水公園として、国際観光
都市である熱海市にふさわしい景観の向上 市民の

渚地区

多賀地区

都市である熱海市にふさわしい景観の向上、市民の
交流の場を提供

多賀地区

ＪＲ網代駅

熱海港海岸は、伊豆半島の玄関口に位置し、

背後には全国屈指の国際観光温泉文化都市

を抱えている。
１地元の方が散歩や釣り等で通年的に海岸を利用



２．熱海港海岸 海岸環境整備事業の概要

事業の目的

熱海港海岸は、風光明媚な海岸線を有し古くから全国有数の観光地として多くの人々

に利用されてきた。しかし高度経済成長期における効率優先の開発により、景観性・親

事業の目的

水性の乏しい海岸となっていた。

このため、国際温泉観光都市である熱海市にふさわしい景観美と親水性に富んだ海岸

施設整備により、防護機能と併せ観光地としての魅力を向上させることを目的として、施設整備により、防護機能と併せ観光地としての魅力を向 させる とを目的として、

海岸環境整備事業を実施するものである。

事業の内容事業の内容

渚地区 多賀地区
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３．事業の効果 （１） 渚地区

渚地区 平成８年度に第１工区が 平成11年に第２工区が完成し 海上花火大会等渚地区：平成８年度に第１工区が、平成11年に第２工区が完成し、海上花火大会等

様々なイベントに利活用され、市民や観光客に親しまれている。

突堤（改良）突堤（改良）

堤防（改良）

サンビーチの照明灯整備（ライトアップ）
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３．事業の効果 （２） 多賀地区

多賀地区 平成17年度に北工区の養浜が完成して海水浴場として暫定オ プンし多賀地区：平成17年度に北工区の養浜が完成して海水浴場として暫定オープンし、

市民や観光客に親しまれている。

整備前 整備後

海水浴場
の整備

海水浴を
楽しむ家族
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４．費用対効果分析

「海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）」に基づき、費用対効果分析を実施。

項 目 渚地区 多賀地区 全地区

○海岸利用便益○海岸利用便益

アンケート調査の結果をもとに、支払意志額及び消

費者余剰を算定し、将来の推定海岸利用者数に乗じる

年 便益を算

651億円 76億円 727億円

ことにより年間便益を算出

○渋滞解消便益

当該海岸事業による駐車場整備により隣接する道路当該海岸事業による駐車場整備により隣接する道路

の渋滞が緩和されるため、整備前と整備後のそれぞれ

の走行時間価値及び走行経費を算定し、整備されるこ

とにより 削減される走行時間価値および走行経費を

― 104億円 104億円

とにより、削減される走行時間価値および走行経費を

便益として算出

便益合計 651億円 180億円 831億円
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５．多賀地区のＣＶＭアンケートについて

調査方法

○想定する受益者

熱海港海岸多賀地区は、熱海の中心市街地から１０ｋｍほど南方に位置する静かな

調査方法

砂浜海岸である。当該海岸は、直背後の上多賀地区及び下多賀地区住民を中心に散策

やリクリエーションの場として利用されてきた。このため、海岸利用便益の受益者

多賀 び 多賀 全 帯 帯 象（市民）は、上多賀地区及び下多賀地区の全世帯（5,370世帯）を対象とする。

○抽出方法

上多賀地区及び下多賀地区の全世帯5 370世帯から 無作為抽出法により500世帯の上多賀地区及び下多賀地区の全世帯5,370世帯から、無作為抽出法により500世帯の

標本を抽出

○アンケート調査票の配布・回収方法、配布・回収数

配布：郵送により500世帯に送付、回収：郵送により201世帯から回答

集計方法・分析結果

・支払意志額の推計方法は、各提示額の賛同率をもとに賛同率曲線をモデルで推定。

・二段階二項選択方式（ダブルバウンド方式）を採用し、アンケートで5,000円、

集計方法 分析結果

10,000円、20,000円の３段階を提示。

・支払意志額ＷＴＰは、6,559円／年・世帯と推定。 ６



６．総務省からの指摘と国土交通省の見解

政策評価分科会（3月17日開催） 資料１より抜粋
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７．提示金額と賛成確率の関係

○多賀地区の提示金額の設定の考え方

渚地区でのアンケートの提示額の幅を参考として、中間よりもやや低めの値である

10 000 円を初期提示額に設定

Yes確率 Yes確率

10,000 円を初期提示額に設定
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多賀地区渚地区

Yes確率

0.5

0.6

0.7

0.5

0.6

0.7

0.2

0.3

0.4

0.2

0.3

0.4

中央値
596円

平均値※1

約6,000円

中央値※2

約4,000円

平均値
6,559円

0
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0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

0
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0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

596円

提示額（円）

約 ,

提示額（円）

※2 中央値については、国土交通省港湾局で算出。※1 平均値については、国土交通省港湾局で算出。

提示額（円）

金額提示範囲

提示額（円）

金額提示範囲
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８．熱海港海岸 Ｂ／Ｃの検証

般的に 公共事業における便益を算出する場合 ＣＶＭにより算出した・一般的に、公共事業における便益を算出する場合、ＣＶＭにより算出した

支払意志額の平均値を用いる。

・渚地区で実施したアンケートより算出された支払意志額は、中央値が596円

平均値が約6,000円となっている。

・しかし、中央値と平均値に10倍以上の開きがあることから、あえて中央値

を用いて渚地区の便益を算定した。

・一方、多賀地区では、実施したアンケートにより算出された支払意志額の

平均値6,559円を用いて便益を算出している。

・平均値を用いて便益を算出することが一般的であるが、もし仮に多賀地区

において、渚地区での支払意志額（中央値596円）が得られたとして便益を

算定すると 多賀地区の便益は１８０※→１７６億円となる算定すると、多賀地区の便益は１８０※→１７６億円となる。

この結果、熱海港海岸全体の便益は８３１→８２７億円になる。

※180億円のうち ＣＶＭに係る部分は５億円

総事業費は211億円であることから、熱海港海岸のB/Cは3.93→3.91となる
９

※180億円のうち、ＣＶＭに係る部分は５億円。



９．今後の対応について

・事業評価の実施にあたって「海岸事業の費用便益分析指針

（改訂版）」の内容を再徹底する予定（改訂版）」の内容を再徹底する予定

⇒ 本調査で提示する金額の段階数について、類似調査結果

の傾向を適切に再現することができるような数とすることの傾向を適切に再現することができるような数とすること

海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）平成16年6月（抜粋）海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）平成16年6月（抜粋）

＜ＣＶＭを適用する場合の事前調査＞

を適 する場合 事前調査 「 る本格的な調ＣＶＭを適用する場合の事前調査については、「ＣＶＭによる本格的な調

査を実施する場合には大きく分けて「事前調査」「本調査」の２段階の調査

を行う とが望ま （中略）ただ 近 過去 類似 調査が行われを行うことが望ましい。（中略）ただし、近い過去に類似の調査が行われて

おり、その結果から効果の及ぶ範囲や金額の提示範囲等についておよその傾

向がわかる場合等 は ケ 形式 事前調査を省略する とも向がわかる場合等については、アンケート形式の事前調査を省略することも

できる。」 10




